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1.はじめに

2.斜角桁対策要否の判定

3.斜角桁移動制限装置の設計方針

4.設計荷重(鉄筋の所要降伏震度)

　対象となる橋梁を数箇所調査した結果から、各橋梁
の橋台(橋脚)の桁座面には隣接桁支承やその他支障物
があり、斜角桁移動制限装置を設置する空間が十分に
無いことが多いことが分かった。
　そこで、既に線路方向への落橋対策として設置され
ている桁座拡幅工上に斜角桁移動制限装置を設置する
構造とした。
　その構造は、地震時に鋭角側に回転する橋桁の主桁
下ﾌﾗﾝｼﾞを斜角桁移動制限装置に衝突させることで落
橋させないようにしたものである。
　ちなみに、地震時の衝突ｴﾈﾙｷﾞｰは車両が衝突する桁
下防護工のｴﾈﾙｷﾞｰと比較すると強震記録の地震であっ
ても70kJ程度と1/10以下であることから、直接主桁の
下ﾌﾗﾝｼﾞに衝突させることで主桁下ﾌﾗﾝｼﾞが変形しても
加熱矯正が可能であると判断した。
　4.に示す動的解析の結果から壁式橋脚の直角方向の
地震力は設計水平震度Kh=1.2となる。この地震力によ
る弾性設計では桁座拡幅工のｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ耐力が不足し、
桁座拡幅工の大幅な補強が必要となってしまうことが
判明した。
　そこで、鉄筋の変形でｴﾈﾙｷﾞｰを吸収させる構造を採
用することとした。

　斜角桁の回転判別式は、道路橋示方書(耐震設計編)
の16章(解16.1.2式)にある。図-2に示す通り式を変形
すると1を超えるものがより回転しやすいということ
になる。
　JR東日本の首都圏ｴﾘｱで対象となる橋梁を以下の回
転判別式で判定してみると、対象橋梁が数多く存在し
ていることが判明した。

　阪神・淡路大震災(平成7年1月17日)において阪急電
鉄線上に架かる道路橋鋼箱桁(支間34m・斜角40度)が
線路上に落下している。これは斜角桁の回転によるも
ので、同様な事象が図-1及び写真-1のように東日本大
震災(平成23年3月11日)においてJR東日本在来線に架
かる鉄道橋合成桁(支間28.46m・斜角60度)でも発生し
ている。
　JR東日本では、今後の首都直下型地震対策として斜
角桁に対する移動制限対策(落橋対策)が急務となって
いる。
　本論文では、斜角桁移動制限装置の実験と試設計に
ついて述べることとする。

　設計荷重(鉄筋の所要降伏震度)を決定するため、上
部工の桁を質点、支承(鉄筋)をﾊﾞﾈ、基礎を含む下部
工全体を質点とﾊﾞﾈでﾓﾃﾞﾙ化したもので、上部工重量
を変えるなど各種条件で動的解析を実施した。
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図－1 東日本大震災JR在来線被災状況図

写真－1 東日本大震災JR在来線被災状況写真

sin2θ/ 2

b / L
＞1

L ： 一連の構造物延長

b ： 上部構造の全幅員

θ： 斜角

sin(2×60°

3.8 / 28.46
＝3.26 ＞ 1

※回転判別値が大きく横移動（回転）しやすい。

) / 2

・第1宮中架道橋諸元を代入した場合

回転可能 回転不能

sin2θ/ 2

b / L
＞1

L ： 一連の構造物延長

b ： 上部構造の全幅員

θ： 斜角

sin(2×60°

3.8 / 28.46
＝3.26 ＞ 1

※回転判別値が大きく横移動（回転）しやすい。

) / 2

・第1宮中架道橋諸元を代入した場合

回転可能 回転不能

図－2 斜角桁の回転判別式

図－3 桁下防護工自動車衝突ｴﾈﾙｷﾞｰと地震時衝突ｴﾈﾙｷﾞｰの比較

図－4 ﾓﾃﾞﾙ概要図

鉄筋

東日本大震災JR在来線被災橋梁緒元を代入した場合

地震時衝突エネルギー
合成桁反力1000（kN）

地震荷重

地震エネルギー E ＝ 0.85 × W/2g × (V/3.6)
2
  =  70 (kJ)

桁の衝突時のエネルギー損失量(15%) ⇒ 0.85
桁の重量　      W　　　　 　1000 (kN)
桁の衝突速度　V　    　　    4.6 (km/h)         　 127 (cm/s)

重力加速度　　 g               9.8 (m/s
2
)

最大加速度1ｇまたは
最大速度100（cm/s）
を超える強震記録
兵庫県南部地震：JR鷹取
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　東日本大震災を教訓にして、今後想定される首都直
下型地震に備え、斜角桁が落橋せず早期に復旧できる
ように、斜角桁対策については、今後も引続き検討を
進めて行きたい。

(4)実験結果まとめ
　斜角70度未満の場合、鉄筋の軸方向(伸びる方向)よ
りも鉄筋の軸直角方向の力が卓越するため、鉄筋の十
分な伸びを期待することができず本構造を適用できな
いことがわかった。

　斜角桁移動制限装置に使用する鉄筋(SD345)が機械的
性能として保証している伸び率は18%以下なので、斜角
桁移動制限装置で使用する1.0mの鉄筋の場合、伸び量を
18cm以下とした。
　斜角桁移動制限装置に使用する鉄筋の所要降伏震度Kh
を0.4～1.2とした場合の変位量を動的解析し、全てのｹｰ
ｽで変位量が18cm以下となった鉄筋の所要降伏震度Khを
0.6とすることとした。

(1)実験の目的
　鉄筋の変形でｴﾈﾙｷﾞｰを吸収させる構造で、その機能
が有効に働くかどうかを、実験により確認することと
した。

(2)試験体の概要
　標準図(桁座拡幅工・AN-25)をﾓﾃﾞﾙとした試験体を
製作し、斜角度50度,60度,65度,70度,90度の5ﾀｲﾌﾟに
対して検証を行った。

　実験により斜角70度以上に適用することが可能と判
断できた形状(標準図)は以下の通りである。

　実験結果から本構造で対策可能なのは70度以上の斜
角桁であることが明確になったことから、今後は、本
構造の改良や他の手法(隣接桁との連結や落橋防止ﾜｲ
ﾔｰを用いて橋台と連結するなど)で斜角桁対策を要す
る橋梁毎に適切な構造を選定し、採用していくことに
したい。

(3)試験体の構造
　桁座拡幅工と仮定したH鋼上に固定側ﾌﾞﾛｯｸ(角形鋼
管にﾓﾙﾀﾙ充填したもの)を固定し、水平載荷装置で水
平荷重を載荷する可動側ﾌﾞﾛｯｸ(ﾓﾙﾀﾙ充填した角形鋼管
にﾍﾞｰｽﾌﾟﾚｰﾄをつけたもの)を2本の鉄筋で固定した。

5.斜角桁移動制限装置の実験

7.今後の課題

8.おわりに

6.斜角桁移動制限装置形状図

　可動側ﾌﾞﾛｯｸの接触面には弾性ｺﾞﾑを貼り付け、斜角
に応じてｴﾎﾟｷｼ樹脂で角度を調整できる構造とした。
　斜角桁の場合は、桁座拡幅工に取り付ける移動制限
装置の移動方向と桁直角方向に作用する地震力方向が
異なる。
　図-6に示すY方向の分力に対して脱落防止金具を設
置することにより可動側ﾌﾞﾛｯｸがｶﾞｲﾄﾞされ鉄筋が真っ
直ぐ伸びるようにした。
　H鋼上に長孔をあけ可動側ﾌﾞﾛｯｸﾍﾞｰｽﾌﾟﾚｰﾄにｱｯﾌﾟﾘﾌﾄ
防止(SGP管+ﾎﾞﾙﾄ)を設置したり、鉄筋と水平載荷高さ
の差を小さくするため水平載荷高さを低くしたり様々
な改良を行いながら実験を行った。
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図－6 実験概要図

図－7 斜角桁移動制限装置形状図(AN-25・台座ｺﾝｸﾘｰﾄ有り)
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図－5 桁と橋脚天端の最大相対変位
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